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教育研究業績書 
 令和８年４月２７日 

  氏名  宇田川 和久    

認定を受けようとする課程における担当授業科目 
領域及び保育内容の指導

法に関する科目 
大学が独自に 
設定する科目 

教育の基礎的理解に 
関する科目等 

特別支援教育に 
関する科目 

 ダイバーシティと教育・

保育（オムニバス） 
・教育原理（オムニバス） 
・インクルーシブ教育・

保育Ⅰ（単独） 

インクルーシブ教育・保

育Ⅱ（単独） 

教育上の能力に関する事項 
事項 年 月 概要 

１ 教育方法の実践例 
 

 
 

特記事項なし 
 

２ 作成した教科書・教材 
 

平成30年3月 
令和元年3月 
令和7年3月 

埼玉県特別支援教育教育課程編成要領特別支援学校編 
山村学園短期大学実習ガイドブック施設実習編 
ワークで学ぶ教育原理（共著）ミネルヴァ書房 

３ 教育上の能力に関する大

学等の評価 
令和8年4月 
 

令和7年度前期における授業（単独）ｱﾝｹｰﾄによる評価 
・インクルーシブ教育Ⅱに関する総合的な評価点は4.51 

令和7年度後期における授業（単独）ｱﾝｹｰﾄによる評価 

・インクルーシブ教育Ⅰに関する総合的な評価点は4.83 
４ 実務の経験を有する者に

ついての特記事項 
平成3年9月 
 
 
 
平成24年9月
～ 

 平成2年度埼玉県教育委員会長期派遣教員研修生とし

て、文教大学にて動作法と感覚統合療法を融合した指導実

践の研究に取り組み、成果等を日本特殊教育学会にて発表

した。 
 埼玉県教育教局在職中、埼玉県の特別支援教育推進策と

して進めたノーマライゼーションの理念に基づく教育の

推進に取り組むとともに、埼玉県独自のインクルーシブ教

育システムの中核的な役割を担う、連続性のある多様な学

びの場の仕組みとして「支援籍」制度設計に携わり制度化

を行った。さらに、埼玉県内特別支援学校2校の設立準備

委員を担った。 
５ その他  特記事項なし 

職務上の実績に関する事項 
事項 年 月 概要 

１ 資格，免許 
 

昭和57年3月 
 
平成元年11月 
 

小学校教諭一種免許状（昭56小１普第5244号）埼玉県教

育委員会 
特別支援学校教諭二種（知的・肢体・病弱）免許状（平元

養学２種第11号）埼玉県教育委員会 
２ 学校現場等での実務経験 
 

35年 
 

埼玉県立越谷養護学校教諭（昭和58年4月～平成元年3月） 
埼玉県立宮代養護学校教諭（平成元年4月～平成11年3月） 
埼玉県立日高養護学校教諭（平成11年4月～平成12年3月） 
埼玉県立ひばりが丘養護学校開設準備委員（平成11年4月
～平成14年3月） 
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埼玉県立総合教育センター指導主事（平成14年4月～平成

15年6月） 
埼玉県教育局指導部特別支援教育課指導主事、主任指導主

事（平成15年7月～平成18年3月） 
埼玉県養護学校さいたま桜高等学園開設準備副委員長、教

頭（平成18年4月～平成20年3月） 
埼玉県教育局県立学校部特別支援教育課主幹兼主任指導

主事（平成20年4月～平成23年3月） 
埼玉県立深谷はばたき特別支援学校校長（平成23年4月～

平成25年3月） 
埼玉県教育局県立学校部特別支援教育課主席指導主事（平

成25年4月～平成26年3月） 
埼玉県教育局県立学校部特別支援教育課課長（平成26年4
月～平成27年3月） 
埼玉県教育局県立学校部参事兼特別支援教育課長（平成27
年4月～平成29年3月） 
埼玉県立養護学校さいたま桜高等学校校長（平成27年4月
～平成29年3月） 

３ 実務の経験を有する者に

ついての特記事項 
平成31年12月 

令和元年12月 

令和2年１月 

令和2年12月 

令和3年1月 

令和3年12月 

令和4年１月 

令和5年12月 

令和6年1月 

令和7年12月 

令和8年1月 

埼玉県教育委員会主催特別支援学校教諭免許法認定講習

「肢体不自由教育総論」及び「知的障害教育総論」を担当 
川越市教育委員会主催特別支援学校教諭免許法認定講習

「肢体不自由教育総論」を担当 

４ その他  特記事項なし 

担当授業科目に関する研究業績等 

担当授業 
科目 

著書、学術論文

等の名称 
単著

共著 
発行 
年月 

出版社又は

発行雑誌等

の名称 

執筆ページ数 
(総ページ数) 

概 要 
（共著の場合は全員の著者名を記載） 

（共著及び執筆ページ数が抽出できない場合

は執筆箇所を詳述） 
教 育 原 理

（オムニバ

ス） 

（著書） 

１．学習指導要

領改訂のポイ

ント（特別支援

教育） 

 

 

 

 

 

 

 

 

共 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成30年7月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

明 治 図

書 
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インクルーシブ教育システムの構築

を目指し、埼玉県が全国に先駆け取

り組んでいる支援籍の取組につい

て、新学習指導要領における改訂の

趣旨の具体化を目指す者として、障

害のあるなしに関わらず、子供たち

一人ひとりの①可能性を最大限に引

き出すための授業づくり、②学びの

連続性を意識した授業づくりの観点

から整理して述べた。 

〈執筆担当部分：特別支援学校の交
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２．全国まるご

と過去問題集

特別支援学校

教諭2020年度

/2021年度/202 

2年度版 

 

３．学習指導要

領Q＆A特別支

援教育〔知的障

害教育〕 

交流及び共同

学習 

 

 

 

 

４. 特別支援

学校 教育実習

ガイドブック

～インクルー

シブ教育時代

の教員養成を

目指して～ 

 

 

 

 

 

 

 

５. 特別支援

教育における

交流及び共同

学習の推進～

学校経営の視

点から～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共 

 

 

 

 

 

 

共 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年5月 

令和2年5月 

令和3年5月 

 

 

 

 

令和2年3月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和4年3月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和5年3月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協 同 出

版 

 

 

 

 

 

東 洋 館

出版 

 

 

 

 

 

 

 

 

学苑社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文 部 科

学 省 初

等 中 等

教 育 局

特 別 支

援 教 育

課著 

ー

ス 教 育

新社 
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流及び共同学習の実践〉 

著者：宮﨑英憲、横倉久、宇田川和

久（計25名） 

 

 

全国都道府県教員採用試験特別支

援教育関係の試験問題に関する過去

の問題の解答及び解説を法的根拠や

学習指導要領に沿って述べた。 

執筆担当部分：特別支援学校教諭 

著者：宇田川和久他（計4名） 

  

新学習指導要領における特別支援

教育の果たすべき役割について、特

に交流及び共同学習の実践がインク

ルーシブ教育システム構築には欠か

すことのできない取組となることに

ついて具体例を交えて紹介した。 

特別支援学校の交流及び共同学習の

実践〉 

著者：横倉久、宇田川和久（計22名） 

 

特別支援学校の教育技術や指導理

念は、通常の学校でも応用できる実

践技術である。将来インクルーシブ

教育を担う人に向けて、児童生徒の

実態把握、指導案の作成方法など、

特別支援学校の教育実習に必要な知

識を解説している。 

編者は、インクルーシブ教育や特別

支援教育の理念や果たすべき役割、

特別支援学校の役割などについて解

説した。 

編者：遠藤愛、宇田川和久、髙橋幸

子 

 

全国特別支援教育推進連盟が文部科

学省から委託を受けて令和４年３月

に作成した「特別支援学校に在籍す

る児童生徒の居住地とのつながりに

関する調査研究（報告書）」の中で、

埼玉県における交流及び共同学習で

ある「支援籍」学習の成果等につい

て、今後のインクルーシブ教育シス

テム構築に向けた、その仕組みの在

り方について解説した。 

（執筆担当部分：研究推進委員が担

当した各県(埼玉県)の特別支援学校

の取組の解説について） 

研究推進委員：宇田川和久、梅田真

理、大西孝志、杉野学、武富博文、
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６．保育者・小

学校教諭を目

指す学生のた

めの『ワークで

学ぶ教育原理』 

 

 

 

（学術論文等） 

１．「個別化と

生活を重視し

た教育の充実

と教育課程の

編成と実施」～

個別化と生活

性を重視した

教育の充実～ 

 

 

 

 

 

 

２．共生社会の

実現に向けた

ユ ニ バ ー サ

ル・デザインの

支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．「共生社会

の推進拠点」と

しての特別支

援学校の取組

とその方向性

について-行政

の期待も込め

て- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和7年3月 

 

 

 

 

 

 

 

平成24年8月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成24年9月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成24年12

月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ミ ネ ル

ヴ ァ 書

房 

 

 

 

 

 

全 国 特

別 支 援

学 校 知

的 障 害

教 育 校

長会『全

国 特 別

支 援 学

校 知 的

障 害 教

育 校 長

研 究 大

会 収 録

集」 

 

日 本 特

殊 教 育

学会『日

本 特 殊

教 育 学

会 第 50

回 大 会

収録集』 

 

 

 

 

 

 

 

 

埼 玉 県

高 等 学

校 等 校

長 研 究

協 議 会

特 別 支

援 教 育

部 会 研

究 
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丹羽登、樋口一宗、市川裕二、緒方

直彦、喜多好一、（計11名） 

乳幼児期から児童期までをつなが

りとしてとらえ、ワークで主体的に

学ぶ教育原理の教科書である。第2

章「学校とは」の部分を担当し、特

別支援教育の視点で学校の在り方に

ついて整理した。 

柳井郁子・長島万里子編著 

 

特別な支援を必要とする幼児、児

童及び生徒が自立して生活する力を

育てるには集団を意図的かつ効果的

に活用した学習活動が重要である。

このような幼児、児童及び生徒に対

し自立活動の時間を設定して学習上

または生活上の困難の改善・克服に

取り組む必要性について述べた。ま

た、生活単元学習や遊びの指導、作

業学習などの教科等を合わせた指導

を通して、より主体的に外界に働き

かけ、社会で愛率できる自信と力を

育む指導の充実に取り組んでいるこ

とを述べた。 

 

 教育分野における共生社会の実現

に向けた取り組みについて、埼玉県

の支援籍制度の効果について報告を

行った。教育の基本理念や障害のあ

るなしによらず共に学ぶという視点

から、教育の歴史的背景や基本概念

を踏まえ、教育が目指すべき方向性

について提案した。また、全国に先

駆け埼玉県が構築したインクルーシ

ブ教育システムを含む報告を述べ

た。 

（執筆担当部分：埼玉の支援籍につ

いて） 

著者：今野義孝、宇田川和久、小形

烈、正垣正彦、星野晴彦、大石幸二 

 

教育の基本理念に基づき、障がい

のあるなしに関わらず共に学ぶとい

う視点から、これまでの教育の歴史

的な背景や障害者を取り巻く環境の

変化を踏まえた実践研究である。公

教育、特に特別支援教育が目指すべ

き、共生社会の推進拠点として地域

のさまざまな資源を活用した取組を

行政との連携の中で進める必要性に

ついて提案し、特別支援学校の在り
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方についてまとめた。 

（執筆担当部分：特別支援学校の役

割について） 

著者：中村政代、一谷記由、梶寛治、

勝又健司、宇田川和久、（計9名） 

 

 

インクルー

シブ教育・

保育Ⅰ及び

Ⅱ（単独） 
 

（著書） 

１．学習指導要

領改訂のポイ

ント（特別支援

教育）  

 

２．全国まるご

と過去問題集

特別支援学校

教諭2020年度

/2021年度/202 

2年度版 

 

３．学習指導要

領Q＆A特別支

援教育〔知的障

害教育〕 

交流及び共同

学習 

 

４. 特別支援

学校 教育実習

ガイドブック

～インクルー

シブ教育時代

の教員養成を

目指して～ 

 

５. 特別支援

教育における

交流及び共同

学習の推進～

学校経営の視

点から～ 
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共 
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平成30年7月 

 

 

 

 

令和元年5月 

令和2年5月 

令和3年5月 

 

 

 

 

令和2年3月 

 

 

 

 

 

 

令和4年4月 

 

 

 

 

 

 

 

令和5年3月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

明 治 図

書 

 

 

 

協 同 出

版 

 

 

 

 

 

東 洋 館

出版 

 

 

 

 

 

学苑社 

 

 

 

 

 

 

 

文 部 科

学 省 初

等 中 等

教 育 局

特 別 支

援 教 育

課著 

ジ ア ー

ス 教 育

新社 
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（学術論文等） 

１．「個別化と

生活を重視し

た教育の充実

と教育課程の

編成と実施」～

個別化と生活

性を重視した

教育の充実～ 

 

 

 

 

 

 

２．共生社会の

実現に向けた

ユ ニ バ ー サ

ル・デザインの

支援 

 

 

 

 

３．「共生社会

の推進拠点」と

しての特別支

援学校の取組

とその方向性

について-行政

の期待も込め

て- 

 

 

 

 

単 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共 

 

 

 

 

 

 

 

 

共 

 

平成24年8月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成24年9月 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成24年12

月 

 

全 国 特

別 支 援

学 校 知

的 障 害

教 育 校

長会『全

国 特 別

支 援 学

校 知 的

障 害 教

育 校 長

研 究 大

会 収 録

集」 

 

日 本 特

殊 教 育

学会『日

本 特 殊

教 育 学

会 第 50

回 大 会

収録集』 

 

埼 玉 県

高 等 学

校 等 校

長 研 究

協 議 会

特 別 支

援 教 育

部 会 研

究 
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